
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
審査基準（申請に対する処分関係）  
                                       （変更） 

資料番号 3 担当課 畜産課 

法令名 畜産経営の安定に関する法律 根拠条項 10 
許認可等

の内容 
指定事業者の指定 

（第一号対象事業者の指定） 
第十条 都道府県知事（第五条第二項第一号ロの地域が一の都道府県の区域を超える第一号対象

事業者の場合にあつては、農林水産大臣。第十二条第二項並びに第十三条第一項及び第二項に

おいて同じ。）は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当すると認められる第一号対象事業者

を、その申請により、指定事業者として指定することができる。 
一 生産者補給金の交付の業務及び集送乳調整金に係る業務を適正かつ確実に実施できると認

められること。 
二 定款その他の基本約款において、生乳受託販売に係る委託又は生乳買取販売に係る売渡し

が年間を通じて安定的に行われる見込みがない場合その他の農林水産省令で定める正当な理

由がある場合を除き、第五条第二項第一号ロの地域内で生産される生乳についての生乳受託

販売に係る委託又は生乳買取販売に係る売渡しの申出を拒んではならない旨が定められてい

ること。 
三 前号の地域が、一又は二以上の都道府県の区域（その区域の自然的経済的条件に照らして、

当該区域において一体として集送乳をすることが困難と認められる場合において、農林水産

大臣が都道府県知事の意見を聴いて当該区域を分けて区域を定めたときは、その区域）を単

位とするものであること。 
四 生産者補給金の交付の業務及び集送乳調整金に係る業務に関する規程（以下「業務規程」

という。）において、生産者補給金及び集送乳調整金の金額の算定及びその交付の方法、集送

乳に係る経費の算定の方法その他の事項が農林水産省令で定める基準に従い定められている

こと。 
五 第十三条第一項又は第二項の規定により指定を解除され、その解除の日から二年を経過し

ない者でないこと。 
２ 前項の申請には、農林水産省令で定めるところにより、定款その他の基本約款及び業務規程

を添付しなければならない。 
３ 生乳生産者団体は、第一項の申請をする場合には、あらかじめ、その申請及び業務規程につ

き、総会の議決を経なければならない。 
 

 
 
 
 
 


